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10/02・カタルーニャ州住民投票「独立賛成9割」州政府発表 スペインGDPの約2割占める 

 

10/03・ラスベガス、銃乱射58人死亡 515人以上負傷 

   ・GM、電動車にシフト 23年までにEV・燃料電池車20車種 売上の4割弱が中国市場 

   ・EU・南米4ヵ国（メルコスル）FTA交渉再開 米抜き自由貿易推進 ＜１＞ 

   ・米の対北朝鮮ズレ大きく 国務長官は対話路線探る トランプ氏「時間の無駄」 

    マティス国防長官は対話路線に賛同 国務長官辞任の見方広がる 

 

10/04・柏崎刈羽原発、安全審査に「合格」 東電で初、再稼働時期は見通せず 

   ・日銀、デジタル通貨研究 黒田総裁が意向 世界の中銀と協力 

 

10/05・トルコ、イラン打算の接近 対クルド・米けん制で歩調 4日首脳会談 

   ・米韓、FTA再交渉へ 米の要求に韓国合意 

   ・社会保障費抑制、道半ば 来年度予算 まず1800億円削減へ ＜２＞ 

    社会保障費の伸びを年5000億円に抑制 22年から団塊の世代が75歳以上に 

   ・家計の外貨預金高水準 6兆円超え、高金利狙う 

    16年3月末から約5000億円増 ネット銀行「外貨預金手数料は大きな収入源」 

 

10/06・サウジ国王、ロシア初訪問 対米・イラン思惑交錯 5日首脳会談 ＜３＞ 

    エネルギー協力2200億円合意 2大産油国、価格支配狙う 

   ・希望の党公約 消費増税を凍結 原発ゼロ、30年までに ＜４＞ 

    内部留保課税「修正も」 首相候補は検討中 

   ・太陽光20円弱に下げ 産業用買い取り（FIT）業者自立促す 欧米よりなお割高＜５＞ 

    独仏、米などは日本の半分から4分の１ 太陽光発電導入費用も日本1キロワット30万円、欧州の2倍 

   ・大廃業時代の足音 中小「後継未定」127万社 優良技術断絶も ＜６＞ 

    2025年中小企業経営者の6割以上が70歳超 休業・廃業は07年2.1万件から16年は2.9万件以上に 

     オンリーワン技術喪失でものづくり基盤打撃  

     放置すれば25年までに累計約650万人雇用と22兆円GDPが失われる恐れ 

 

10/07・核廃絶「ICAN」ノーベル平和賞 国連核兵器禁止条約主導のNGO  

        International Campaign to Abolish Nucler Weapons 

   ・米イラン核合意、行方混沌 トランプ氏、批判姿勢替えず ＜７＞ 

   ・米、対日FTAで圧力 貿易赤字削減で成果狙う 

   ・菅官房長官 消費増税、雇用・為替も条件 再延期に余地 

 

10/08・安倍首相、憲法9条に文民統制の明記検討 

    小池氏「議論避けられず」 公明山口氏「国民の理解が伴うことが重要」 

 



 


